
































の適用に際しては M と y の関数関係に留意する必要があるo
2) Bradley法は F検定を用いるため， M と y の関係が l次である













できるので， 相隣る標準の間では信号因子 M (ここでは標準を意味してい
る)と読みとり値 y の関係は 1次式で十分精度よく近似できることは明
らかであるo






M1 M2 M 
図1.1 l次項のみの近似
しかし，計測以外の分野では， M と yがより複雑な高次の関係であるこ
ともしばしばあり， 乙れを l次近似するためには，測定範囲を狭く区切らな





とおき， M の変動 SMを1次， 2次……高次の変動に分解して， 2次以上
の項が有志であるならば，高次の関数関係として解析すべきであろう D
3. SN比法と Bradley法の実施例による比佼






















A1 A2 A1 A~ 
0.107 0.105 0.067 0.074 
L1 
0.105 0.103 0.070 0.072 
0.127 0.127 0.086 0.084 
L2 
0.122 0.124 0.088 0.084 
0.115 0.109 0.069 0.068 
L3 
0.112 0.111 0.072 0.065 
0.108 0.117 0.064 0.065 
L， 
0.108 0.115 0.065 0.066 
0.097 0.110 0.065 0.067 
Lo 
0.096 0.097 0.063 0.065 
L6 
0.114 0.116 0.076 0.076 
0.119 0.122 0.077 0.088 
L7 
0.155 0.164 0.116 0.116 
0.145 0.160 0.112 0.114 
試験・測定方法の選択に関する一考察 5 
3) SN比法による A1，A2 の比較














































































































































したがって，予備処理操作 A1 および A2 の SN比は次のようになる o
-A-(O. 010413-0. 0000098) 
14 
0.0000098 





-L(VMーに) -L(0.011849ー0.0000232)14 '-. lVl 14 



















{ Fo -l民話土~F~XF(ゆ2φ1; 0・0お)-1  r l F(φ1.φ2;0.025) .J. J=='/== r l..V/"..''t'2 't'1，v ，V':'vj .J. J 
ここで rは分散分析表の不偏分散の期待値における M の係数。 φ2は誤差




η(AJ =18.8 --L~'~ (db) 
+2.3 
-3.2 





4) Bradley 法による A1 • A2 の比較
乙の方法も ，A1， A2 ごとの分散分析表(表3.5，3.6参照)を用いる。
A1， A2 ごとに Fo=VM/Veを計算し，Appendix に示した手順で両者を比
較するo すなわち，
表3.5 A1 の分散分析表
要 因 S φ V 
M 0.010414 l 0.010414 
L 0.007271 6 0.001212 
MXL 0.000092 6 0.0000153 
e 0.000104 14 0.0000074 
T 0.017881 27 
試験・測定方法の選択に関する一考察
表3.6 んの分散分析表






0.010414 A， : F， ~V '~V~.L~v~--:r~.L_--:r. 1407.3 
0.0000074 
0.011849 













ここで， FI>F2である乙とは，A2 と比較して AIのほうが試料聞の差を
よりよく検出しうる乙とを示唆している。このことは，AIのほうが A2 よ
り SN比が大きいことに対応している O





λ2= 1/2(789. 9-1) =394.45 
ノヘ、









































因子 M(真値)と観測値 y の関係を l次近似していることからみても妥当
な結果といえよう o






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































s似pがが可求能めなら)れ場る合( 1次近 2 2 6 5 








Tjj を i実験における t個の水準のうちの第 j呑自の水準の平均効果とす
るo そしてのfを第 i実験の誤差の分散とする。
1 ・
Aj=k :Eτ 竺)-"， i=1.2 
j=l .LJer 
(4.1) 
ここで， kは各水準の平均を計算するのに使った測定値の数である o そして
次の式で λ を推定する。
い(そ-1 ) (4.2) 
ここで， Vt と Ve は各々要因と誤差の分散である D
自由度 φtの要因の分散を Vt， 自由度九の誤差分散を Ve とすると，
各分散の期待値は，非心母数を入として
E(Vt) =σ川 σ内/(1 +弓~)
=σ/( 1 +入〉 (山手) (4.3) 














は，入=0ならば分子の自由度 φt，分母の自由度 φeの F 分布をするo
入>0ならば (4.5)式の分散比Fは非心 F分布をする D
いま， λ>0として分散比 F の期待値を求めると，
E(F) =E(VtlVe) =E(Vt)/E(Ve) 
σe2( 1 +λ) 
1 +̂' σ (4.6) 











となるロ従って (4.7)式の ω は，非心母数の比を計算していることにな
るo
一方，信号因子の真値が不明の場合の SN比法では i種類の測定方法
A 1 • A2 • ……，んにおいて ， t種類の品物 M1 ，M2'……， Mt について
h人の測定者 R がl回ずつ測定したデータが表4.1のようであったとする。
表4.1 Ajのデータ































































単位あたりの信号の大きさは σJ，誤差の大きさはの2 である o 従って測定






山 j)J=E[+(守一l)J=+[吉宗十-1 J 
_ 1 (G/+長σM2 司、
k ¥ σ/ "'j 
一-L.2臼 σJ
k σe2σe2  










となる o とこで入は， (4.3)式での非心母数である o
SN比法では， '1) (A1) ， 'I)(A2)……，η(Ai)を求め，





(4.15) 1010g '1) (Ap) -10 log η(Aq) (db) 
とするととである o これは真数では η(Ap)と η(Aq)の比
η(Ap)jη(Aq) 

























信号因子の l次効果 Ssが求められる場合の SN比法は，総平方和 ST
を次のように l次変動向と誤差変動 Seに分解している。
ST=Ssl+Se (4.18) 
一方， Bradley法では，総平方和 STを信号因子の変動 SMと誤差変動
Se に分解している。
ST=SM+Se (4.19) 
いま信号因子 M を5水準，繰返しを 4回行なった場合の分散分析を考える
と，次のような分散分析表で表わされる o
表4.3 SN比法の分散分析表
要 因 S φ V E(V) 
1 次 β Ss 1 Ss σ。2+rs2
号~口王 A手合二L e Se 18 Ve σ 
計 T ST 19 
表4.4 Bradley法の分散分析表
要 S φ V E(V) 




今 e Se 15 Ve σe 2 
計 T ST 19 
一般に，要因変動を直交分解するとは，要因変動 SMを
SM=Ssl+Ss2+Ss3+… (4.20) 




16 経 営 と 経 済
SM=Sん (4.22) 
あるいは 1次式 (4.21)で精度よく近似できるならば
S M=Ssl +Sres (S res' . 0) (4.23) 
となる D ここで Sresは残差変動であるo
このような場合 Bradly法の信号因子の分散 VMは，
V M=SM/ 4 =Ss1/4くあるいは..S st! 4 ) (4.24) 
であるo 従って信号因子 M と読み値 y の関係が l次関係，あるいは 1次
関係で精度よく近似できるならば，Sslとして分離できるにもかかわらず，
それを M の自由度で割った分散 VM を使って F値を計算しているので，
Sslを分離している SN比法にくらべて有意になりにくい。乙の傾向は，
全変動に対する誤差変動の割合が大きくなるほど大きくなるo もしくは l次
回帰式の 1次係数 β が小さくなるほど強くなっていく O
4.3 真値の存在する場合の問題点




信号因子の真値がわかる場合， SN比法で考えているデータ y と信号 M
の関係は，
y=α+βM+e (4.25) 
であるD ここで α は偏り， β は信号因子の真値の変化にかかる係数で， β2
は!密度の大きさ (パワー)といわれる eは誤差で， この中には yを M
のl次式で、表わしたための誤りも含まれている o SN比 η は， この感度の

















式 (4.27)からわかるように，Ssの中味は β2!乙 r=ヱ(Mi-M)2を掛け
たものである乙とがわかる O しかし真値 β の2乗ではなく，その推定値を
用いているため Ssの中にはその自由度倍の誤差分散が含まれている D これ
を信号因子 M を5水準，繰返しを 4回としたときの分散分析表にすると，








きいときには直交分解をする D 表4.3で p(<4)次までの変動が有志であ
る場合，信号 M の水準が等間隔であれば直交分解した分散分析表は乙こ
で，
SM=Ss1 +Ss2+・・・ +Ssp+Sγes (4.29) 
Ssp までの自由度は各々 lで， Sγes の自由度は (5-1)-P=4ーρであ
るO また， n は βiの単位数と呼ばれるもので，
n=rsh2i (4.30) 













要 S φ V E (V) 
1次 βI Sst 1 Ss σe2+rtβ12 
: 
P次 βp Ssp 1 Ssp σ。2+rpβF2
残差項 Sres 4-P Vres σ。2+rσresz
信号 M SM 4 VM σe2+4σM2 
誤差 e Se 15 Ve σ e z 
計 T ST 19 
l次変動のみを分離した場合の直交分解した分散分析表において Vres
がれに対して有意でないならば誤差項にプールできる O そしてこのプール
した後の誤差分散 VJと表4.6の Veとは σfの推定値となる。
表4.6 1次変動のみを分離した分散分析表
要 因 S φ 
1次 β1 Sst l Sst σe2+rtβ12 
残 差項 Srex 3 Vres σeZ十rσres2 
信号 M SM 4 VM σe2+4σM2 
誤差 E Se 15 Ve σ e 2
計 T ST 19 
乙のときは， σγes2=  0とみなせるので 4.2で述べたように




誤差項にプーノレしてはいけない。 SN比法では，データ y の M のl次式
からのずれも誤差としている。ところが Vresが有志の場合は，これを誤差
項にプーJレして計算した誤差分散に'が σ の推定値とはならず，
E(Ve ')=-A-[3(σ/+1'σre/) + 151/J 18 
試験・測定方法の選択に関する一考察
=-A-r18σ/+3仰向/J18 L.J.UV(J 1"";1 Vre 
。. 3 。
=σJ十一一一-rσ
6 ・ 18. ~Tes 
19 
(4.33) 

























求める D 次に 1次変動を計算した場合の残差項 Vres が有意になる場合，
つまり l次式では不十分な場合の信頼限界を考えるo このときは，Bradley 
法で有志となっても， SN比法では有意とならない乙とがある場合である O
ここでは 2次関係と 3次関係の場合を考えたが，その他の l次関係がくずれ
た場合でも同じ乙とである O
5.1 SN比法と Bradley法の信頼限界




信号因子:M!= 0， M2=lO， M3=20， M4=30， M5=40 
反復数 5回
誤差分散 :σ/=4 (σe= 2) 
5.1.1 1次式のあてはまる場合 (SN比法で有意となっても， Bradley 
法では有意とならない場合〉
l次式 (y=h!M+e)のあてはまる場合の信頼限界を求める O その計算方
法は，次のようになるo
(1) SN比法
反復数 ro=5で間隔 h=lOの等間隔水準であるから，有効反復数 r は
SN比法の公式より，
r=10roh2=10X 5 X102=5000 (5.1) 
である。これは 1次係数 b1 にも誤差分散 Veにも左右されない。信号因子
M の l次変動向1 は，水準数是=5であるから SN比法の公式より
Ss! 




で表わされるので残差項 Vγes- 0となる O よって誤差分散は Ve=σ/=4 
となる D







Yi= 5 Xb1XMi， 










































2=5(5-1) /2= 10となり，非心母数 λの推定値は
/¥ 




/¥ / ¥  
a'ー(a+λ)2 一 (2+λ)2
- /¥/¥  
α+2XA. 2+2X入
22 経営と経済
乙の修正自由度〆と自由度 b より ， ~o(a' b; 0.025)の値を表から求め





この Fu，FL 値を (5.9) 式の F~こ代入して，有志となる Ve あるいは
VM を逆算する。
{3l 計算例









+ 4 =500004 
ド 10X5 
500004-4 
H¥  ~~':.~~: ，2 ~/A = 25 = 13.979 (db) 
10X5X10.X4 
I 500004 ¥2 
φ1= 1 X ~ vvv4ー
~) =1250012. .∞， φ2=23 
F(∞， 23; 0.025) = 1. 97 
F(23，∞; 0.025)=1.65 
1 / 125001 ~ ¥ ト -1)豆η三二 (125001 X 1. 65-1) 




η= 13. 979 -;~ . ~~~ (db) 
+2.175 
乙れより有志となる SN比 η の限界は，
13.979:t下1(-2.944)2+2.1752=10.319，17.639 (db) 
試験・測定方法の選択に関する一考案
10. 319(db) = 10. 761のとき
有意となる誤差分散




10.761 X10X5X102 X4+4 
=0.4304 
500004 
b1' =bt X 1/ 0.4304=10X下/0.4304= 6 . 561 
17 . 636(db) = 58.023のとき
有意となる誤差分散




58.023X 10X5X 102 X4+4 
500004 










F = :- M = 125004 =一..ι=一一一=31251
a=2， b=10 
/ヘ
'̂ = 2(31251-1) = 62500 
(2+62500)2 




加。〈∞， 10; 0.025)=2.46 
乙れより有意となる F値は











b/ =10X V2.46=15.684 
FL= 12763. 353のとき
有志となる誤差分散
Ve=4×Zι=4×-1-=1.626 F -." 2.46 
σe= vVe=1.2752 
有意となる l次係数





これらの計算値が意味することは 1次係数が b1=10，標準誤差 σe=2 
である測定方法に対して， SN比法では 1次係数が同じ b1=10ならば，標
準誤差がの=3.0484'"'"'1.3128であるような測定方法の場合は実験感度差を
検出する乙とはできない。あるいは誤差の標準偏差の=2が同じならば，
l次係数が b1= 15. 235'"'"'6. 561であるような測定方法の場合は感度差を検出
することはできない。





乙のようにして，いろいろな l次係数 b1(10， 5， 2， 1， 0.5， 0.25， 
0.2， 0.15， 0.1， 0.07) のときの信頼限界を求めた結果を表5.1に示す。
表5.1 次回帰のあてはまる場合の信頼限界
! 限 界 |
SN比法 Bradley法
l耳 帰 式
σe b1 σe b1 
上 限 3.0484 15.235 3.1369 15.684 
y=10M+e 
下限 1.3128 6.561 1.2752 6.3758 
上限 3.0485 7.621 3.1369 7.842 
y= 5M+e 
下限 1.3121 3.280 1.2752 3.188 
J二限 3.0484 3.047 3.1369 3.137 
y= 2M+e 
下限 1.3121 1.312 1.2752 1.275 
上限 3.0484 1.525 3.1369 1.568 
y=λ1+e 
下限 1.3119 0.656 1.2752 0.638 
上 限 3.0469 0.7625 3.3045 0.826 i 
y=0.5M+e 
下限 1.3112 0.328 1.2105 0.303 
上 限 3.0427 0.382 3.4641 0.433 
y=0.25M+e 
下限 1.3084 0.164 1.1547 0.144 
上 限 3.0393 0.306 3.6617 0.366 
y=0.2M+e 
下限 1.3062 0.132 1.0924 0.109 
上限 3.0507 0.232 3.9950 0.300 
y=0.15M+e 
下 限 1.2931 0.098 1.0013 0.075 
ー!二限 3.0736 0.159 4.7624 0.238 
y=0.1M+e 
下限 1.2579 0.065 0.8399 0.042 
j二限 3.2241 0.128 6.3261 0.221 
y=0.07λ1" +e 
下 限 1.0971 0.043 0.6323 0.022 















SN比法では，解析手順の中では考えていない 2次変動 Ss2' 2次の SN
比引を求めてその信頼限界も求めた。 2次回帰の場合 1次変動向I と2
次変動向2 以外の変動はないので残差変動 Vresはゼロとなり，誤差分散は
Ve= 4となる 2次の SN比は次式で求める O
η一三金二土
rX4 
r=14roh'=14X 5 X10'=700000 
(5.14) 
2次係数 b2 (1，0.5，0.25，0.1， 0，05，0.01)のときの信頼限界を計
算した結果を表5.2に示す。




表5.2をみてわかるように 2次関係の場合は Bradley法のほうが SN比






回 ?吾 式 限 界 Bradley法
l次の SN比 /2次のSN比
上限 554.1198 3.0782 
y=.'vf2+e 
下限 一 1.2996 
上限 277.0598 3.0780 
y=0.5M2+e 
下限 1.2995 
上限 138.530 3.0780 
y=0.25M2+e 
下限 1.2996 
上限 55.6297 3.0778 
y=0.lM2+e 
下限 一 1.2995 
上限 27.9189 3.0767 
y=0.05M2+e 




注 1)回帰式の eは誤差を表わし， N (0，22) に従う。














の場合の信頼限界を求める。 Bradley法と l次の SN比の計算方法は前述
した場合と同じである。この他に 3次の SN比を考えるロ 3次の SN比の
計算は，次のようになる。




72 . ~ . . _ ~r. 
r=一子X5 X10" 
(5.17) 





I 'NW I 限界 1次のSN比13次のSN比
上限 281.4637 3.1137 
y=0.05(M -20)3+20+e 
下限 一 1.2846 
上限 56.3529 3.1132 
y=O.Ol(M -20)3+20+e 
下限 一 1.2847 
上限 28.2995 3.1125 
y=O. 005(M -20)3+20+e 
下限 一 1.2839 
上限 11.658 3.1058 
y=0.002(M -20)3+20+e 







注 1)回帰式の eは誤差を示し， N (0.22) に従う。



















2) 1次回帰を考えたときの SN比法は， Bradley法よりも信頼限界が
せまい。とくに係数が小さいところでは SN比がずっとよい。
3) 2次や 3次回帰の場合は， SN比法の誤差変動の大部分が残差変動で
占められており，信頼限界が非常に広い。高次の係数がかなり小さい場合で
も Bradley法のほうがよい。
4) 高次の関係、の場合は 2次の SN比 ηz あるいは 3次の SN比引
による SN比を考えると 1次の SN比 ηを考える場合よりも信頼限界
がずっと狭くなり， Bradley法のそれよりやや狭くなるo
試験・測定方法の選択に関する一考察 29 

















































































信号因子の水準 MuMυ ……， Mk !乙対する r個ずつのデータを Xll， 
























Su 手Yi.2 (子Yi.)2 





























































































A， B， C，……の制御因子を適当な多元配置または直交表 LNにわりつ
ける。一般には，制御因子どうしの交互作用は考えなくてもよいであろう o
[例 1] 土壌中の鉛の分析法を改良するために 2水準の制御因子 A，
B， C， D， E， F，と2分析所 Rl' R2 を直交表にわりつけた。乙の場合，
R1 と R2 の比較もしたいので R も制御因子として考えている乙とになる。
とくに R1 分析所の装置と R2 分析所の装置の間に差がある場合には制御因
子に入れ，R1 とR2 の SN比を比較すべきである。
制御因子
因子 水準 l 水準 2
試料粒度 A 2mm 以下 1mm以下
分解時間 B 2 hr 3hr 
PH C 9.5 8.5 
抽出時の l回の溶媒液量D 20ml 30ml 
蒸発程度 E 乾回 シロップ状














表 l 実験のわりつけと実験結果 (土壌中の鉛 ppm)
z x+h 叫叶説 1川表
2 3 4 5 6 7 l"vfl A12 Ma 仏計zI L 
1 1 1 1 1 1 1 16 23 32 42 113 87 
2 l l 1 2 2 2 2 25 42 57 61 185 123 
3 1 2 2 1 1 2 2 14 24 34 44 116 100 
4 l 2 2 2 2 1 l 13 18 26 32 89 65 
5 2 l 2 l 2 l 2 25 33 50 60 168 122 
6 2 l 2 2 1 2 l 39 58 79 98 274 198 
2 l l 2 2 1 26 42 62 76 
8 I 2 2 l 2 l 1 2 24 38 44 58 164 I 108 
182 278 384 叩 113151 973 
AIの SN比
AIの実験は No.1から No.4までである o No. 1から No.4までをあ






























































(φ= 1) (8) 
総平方和


































L1 = -3Yl1-Yn+ YI3+3Y14 
= -3x16-23+32+ 3 X42=87 
L2 = - 3Y21 -Y22 + Y23 + 3Y24 
= -3X25-42+57+3x61=123 
L.=ー 3yu-Y42+ Y.3+3y .
= -3 X13-18+26+ 3 x32=65 
S3= (~Zi:123 -t)00+65)~ 
[3= 一 一一一ー一一一一一一=1758
80 
ここで Seは ST-Ssとしてはならない。 Sr-Ss=Seとすれば， この中に
は実験 No.1， 2， 3， 4の変動 S行や Ssx行がはいってしまう o 実験 No.






































































表 2 A1 の分散分析表
要 因 S ゆ V E (V) 
信号(1次)β 1758 l 1758 σe2 +5roh2s2 
行 1280 3 426.7 
β×行 88 3 29.3 一
告応口可 差 e 50 8 6.2 σe 2 
検l必'"、 計 (T)
















4 X 4 
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= 6715 -4470 -1949 -263 
(φsx行=3) 
=33 (φe= 8) 
以上の結果を表 3の分散分析表にまとめる。
表 3 A2 の分散分析表
要 因 S φ V E (V) 
信号(1次)β 4470 l 4470 σe2+5roh2β2 
行 1949 3 649.7 一
β×行 263 3 87.7 一
誤 A台L竺 r 33 8 4.1 σe2 
r~t~ 計 (T) 6715 15 
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A1 と A2 では，A2 の Ssのほうが A1 より 2倍以上大きい(感度が 2
倍以上高い〉にもかかわらず，誤差分散はかえって小さいくらいである。し
たがって A2 のほうが A1 より 5.9デシベノレ，約 4倍良い分析方法という
ことになるo
Bu B2， Cu C2， Du D2， Eu E2， Fu F2， Ru R2 についても，それぞ
れ SN比を求めた結果を一覧表に示す。
表4 総'括表
因子 1 m1 7kl¥l< 1 m 211(1¥" I…叶第 l 水準 第 水準の差 第2水準の利得 I
A -2.5 3.4 3年 十5.9
B -0.5 2.7 申 +3.2 
C -1.5 4.5 * +6.0 
D 3.2 -1.0 * -4.2 
E 4.8 ~1. 7 -6.5 
F -0.3 1.3 小さい
R 6.9 -2.5 本 -9.4 
SN比の信頼限界
Vs 1758 






















F(φ1t φ2; 0.025)=分子の自由度 φu分母の自由度 φzの F 表の2.596
値
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F(弘， φ1;0.025)=分子の自由度九，分母の自由度 φ1の F表の2.596値
とすれば，信頼限界は次式で与えられる。
1 i Fo _l _ ~í T"'I . . T"'I/ . _ _， _l 
-r-L F(φl'φ2; 0・025)-lJ豆 η司FoXF(φ2，CT1; 0・025)ーリ (18) 
ただし，式仰の中が負になったときは oとおく O





φφs XFo2(A2) = 1 X 1090
2= 1188100 
F(80656， 8; 0.025)弓 F(1188100，8; 0.025)当 3.67
F(8， 80656; 0.025)弓 F(8，1188100; 0.025)与 2.19
1 I Fo ， ¥ 
-ート十 -1三 η(AJ豆一一(FoX2.19-1)¥3.67 ~/ 
4 I 284 ， ¥ ___ / A " ___ 1 
(一一1)豆 η(A1)ζ 2(284 X2.19-1) 5x4X52 3.67 .J.J='" '/ V~I/='" 5X4x5 
0.153豆 η(A1)三五1.24
-8.2豆 η(AJ豆0.9(db) 
1 I 1090 " ¥ _ / A ， _ 1 










































方法 1(A1) 方法 3(Aa) 
規格名 11S K2151 11S K2151改訂案 ASTM D 294 
試料 +50mm 10kg 同左 2，-..，. 3インチ 221b
ドラム寸法 1.5m経 X1.5m 同左 36インチ京茎X18インチ
回転速度 15rpm 同左 24 rpm 
全回転数 30回転 1400 
古市 15mm 同左 弘インチ
指数百己号 DI ~~ 
15 
DI ~~O 
I .LJl 15 T6 
実験計画は，つぎの通りである D
制御因子 A:表 5~乙示す通りの方法A1 ， A2， Aa 
信号因子 M:日常生産されているコークスの30ロット分(1日 1ロツ
ト)MH  M2， …・・， Mao 
誤差因子 e 各試料 (Mi) ごとに 3回の繰返し試験が行われた。
実験データは3X30X3=270個になるが，その l部をつぎに示す。
表 6 実験結果の一部 (ドラム指数)
A1 A2 Aa 
ス 試 料 X1 X2 Xa X1 X2 Xa X1 X2 X3 
λf 92.6 91.8 92.2 80.6 79.8 80.2 62.9 62.6 62.8 
i¥I2 94.7 93.4 94.1 83.8 83.6 83.7 74.4 70.6 72.5 
-・.
，¥130 93.6 93.8 93.7 82.2 83.1 82.7 67.7 65.6 66.7 
平 均| 92.59 81.27 66.78 
SN比の計算
各方法 (A1，A2， Aa) ごとに，一元配置の分散分析を行った結果を表7， 
8， 9に，SN比とその信頼限界を表101乙示す。
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表 7 分散分析表 (A1)
| 要因 Sφ V Fo E (V) 
試 料 (M)I 309.864 I 29 I 10.685 37.8 I Ge2+rlTM2 
誤差 (e ) I 16.98o I 60 I 0.283 I 
一五一一!~似 89 -1  
表 8 分散分析表 (A2)
要 因 S ゃ V ¥ Fo I E (V) 
試料 (M)1 1005.15o I 29 I 34.66o I 73.3 Iσe2+げが
l誤差 (e)1 28387| 601 0m  l lσe2 
- E 「1033叫 89 I ¥--1 

























































S φ V F。
6092.8 8 761.6 5.42牢牢
1038.9 3 346.3 




手順 1)比較したい 2試験方法(乙こでは検査員 P1，P2) ごとに統計量
F" F2を求める。ただしやA=2a φe=2bとする O





2- Vez 140.6 
2a= 8， a= 4 

















手順 4)有意水準を定めるo (片側検定のとき α，両側検定のとき 2α)。














手順7)上記〆 を aにとり， α と bを用いて Bradleyの表から Wo
(α)を読みとる。〆=25.6，b=12であるから，表から Wo (0.05) <:2.87 
(": 2.87は 〆=15，b=10の Wo(0.05)であるから)





であるから，w>Wo (0.05)となり，危険率 596で H。を棄却することが
できる口
したがって，例 3の検査員 Plは，検査員 P2 よりも色の識別能力が佼ずれて
いると判断されるo
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